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on.spdji.com/SignUp からご登録ください。 

S&P 500®とトランプ口座 
S&P 500は、1957年 3月に算出を開始した米国の代表的な株価指数であり、米国大型株の動向を表す最良

の単一尺度として広く認められています。また、S&P 500は金融メディアで最も頻繁に引用される指数の

一つであり、SNSで金融・投資情報を発信するインフルエンサーにもよく取り上げられています。S&P 

500は、世界中の数多くの金融商品の基礎として利用されており、The 500®（S&P 500）に連動する金融商

品、または同指数をベンチマークとする金融商品の運用資産残高は、2024年末時点で 20兆米ドル超に上る

と推定されています1。 

米国財務省は最近、トランプ口座の制度開始時において、同口座への拠出金の全額を S&P 500に連動する

金融商品に投資すると発表しました2。このことからも、米国株式市場の代表的な指標として The 500

（S&P 500）が高く評価されていることが分かります。 

今回の決定を受け、S&P 500についてさらに詳しく知りたいと考える市場参加者もいるかもしれません。

そこで、本稿では以下の内容を取り上げます。 

–  S&P 500の概要 

–  S&P 500に連動する金融商品で運用した場合の推定資産額 

図表 1は、トランプ口座に年間上限額まで毎年拠出し、その全額を S&P 500に連動する金融商品で運用し

た場合の推定資産額をまとめたものです。運用開始時点を 1日ずつずらし、それぞれ 18年間運用した場合

の統計結果を示しています。過去の指数のパフォーマンスを基に、配当を再投資し、運用報酬や取引コスト

などの諸費用を考慮せず、様々な前提条件の下で資産額を計算しました。その結果、18年間の運用終了時

点の平均資産額は 25万米ドル超となりました。 

 
1  S&P 500に連動する金融商品、または同指数をベンチマークとする金融商品の推定運用資産残高は、「S&P Dow Jones Indices’ Annual 

Survey of Indexed Assets（指数連動資産に関する年次調査）」のデータに基づいています。 

2  詳細については、「Treasury Announces Investment Lineup for Trump Accounts」を参照ください。 

https://on.spdji.com/SignUp.html?src=DocFooters
https://www.spglobal.com/spdji/en/indices/equity/sp-500?utm_source=pdf_education
https://www.spglobal.com/spdji/en/documents/index-news-and-announcements/spdji-indexed-asset-survey-2024.pdf
https://www.spglobal.com/spdji/en/documents/index-news-and-announcements/spdji-indexed-asset-survey-2024.pdf
https://home.treasury.gov/news/press-releases/sb0551
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図表 1：トランプ口座に年間上限額まで毎年拠出した場合の 18 年後の推定資産額 

 

出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC。図表は 1994年 12月 30日から 2025年 12月 31日までのデータに基づいています。*指

数に直接投資することはできません。推定資産額は、配当を再投資した場合の指数のパフォーマンスに基づいて計算しており、運用報酬や取

引コストなどの諸費用は考慮されていません。過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するものではありません。図表は説明目的のために

提示されています。 

S&P 500の概要 

S&P 500は、米国大型株のパフォーマンスを測定するように設計された株価指数であり、米国大型株の動

向を表す最良の単一尺度として広く認められています。2025年末時点で、同指数を構成する 500社の時価

総額の合計は、米国株式市場全体の時価総額の約 90%を占めていました3。 

ここで重要なのは、S&P 500が必ずしも米国の時価総額上位 500社で構成されているとは限らないことで

す。指数への採用候補となるには、様々な基準を満たす必要があります。例えば、所定期間の利益がプラス

であること、株式の流動性や時価総額が一定の水準以上であることなどが条件となります。図表 2は、S&P 

500の採用基準をまとめたものであり、これは S&P 米国株価指数メソドロジーでも公開されています。 

S&P 500の採用基準を満たしていても、同指数に採用されるとは限りません。指数委員会は、一般公開さ

れたメソドロジーに従って指数を管理しており、構成銘柄の入れ替えを検討する際には、セクター間のバラ

ンスも考慮します。また、すでに S&P 500に採用されている銘柄を指数に残すかどうかは、採用基準に基

づいて判断するわけではありません。これは、指数委員会が構成銘柄の入れ替えをできる限り抑える方針を

とっているためです。したがって、すでに S&P 500に採用されている銘柄が、一部の採用基準を満たさな

くなったとしても、指数から自動的に除外されるわけではありません。 

 
3  米国株式市場全体に占める S&P 500構成企業の割合は、2025年 12月末時点の S&P トータル・マーケット指数における S&P 500構成企

業のウェイトに基づいています。 
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図表 2：S&P 500 の主な採用基準 

基準 内容 

構成銘柄の入れ替え 年間を通して、コーポレート・アクションが発生したタイミングで実施する 

利益 

継続事業による一般会計原則（GAAP）ベースの純利益が、以下の両方で黒字である

必要がある： 

­ 直近の四半期、及び 

­ 直近の連続 4四半期の合計* 

エクイティ不動産投資信託（REIT）の財務の健全性は、継続事業による GAAPベー

スの純利益、及び（または）不動産事業からのキャッシュフロー（FFO）に基づいて

評価する 

流動性 
浮動株調整後時価総額に対する年間売買代金（米ドル）の比率が 0.75以上であり、

評価日までの 6ヵ月間の各月における売買高が 25万株以上であること 

時価総額 
浮動株調整前の企業の時価総額が 227億米ドル以上であること。時価総額基準は、市

場状況との整合性を確保するため、各四半期の開始時点で見直す 

浮動株比率 発行済み株式の少なくとも 10%が浮動株であること** 

IPO後の取引期間 12ヵ月の取引実績が必要 

構成企業の本拠地 米国を本拠地とする企業 

セクター分類 世界産業分類基準（GICS） 

出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC。2026年 6月時点のデータ。表は説明目的のために提示されています。詳細については、

S&P 米国株価指数メソドロジーを参照ください。 

*2014年より前の S&P DJIの利益基準では、「4四半期連続の黒字」が条件でしたが、それ以降は、「直近の連続 4四半期の損益の合計が黒

字」という条件に変更されました。 

**時価総額に関しては、企業全体と個々の証券の両方に基準があります。企業全体の浮動株調整前時価総額が採用基準を満たしている場合で

も、個々の証券の浮動株調整後時価総額は、当該指数で定める企業全体の最低時価総額（浮動株調整前）の 50%以上である必要がありま

す。 

  

https://www.spglobal.com/spdji/jp/documents/methodologies/methodology-sp-us-indices-japanese.pdf
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S&P 500の過去のパフォーマンス 

図表 3は、2025年 12月 31日までの過去 5年、10年、20年、30年の各期間における S&P 500の年率換

算パフォーマンスを示しています。過去 30年間の年率換算トータル・リターン（配当再投資を含む）は

10.35%となりました。 

図表 3：S&P 500 のパフォーマンス（2025 年 12 月 31 日までの過去 5 年・10 年・20 年・30 年） 

 

出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC。図表は 2025年 12月 31日までの各期間の月次データに基づいています。過去のパフォ

ーマンスは将来の結果を保証するものではありません。図表は説明目的のために提示されています。 

トランプ口座では、2025年 1月 1日から 2028年 12月 31日までに生まれ、同制度に登録された米国の子

ども全員に、初期資金として 1,000米ドルが拠出されます。図表 4は、この 1,000米ドルを元手に運用した

場合の推定資産額を示したものです。この推定資産額は、図表 3に示した S&P 500の過去のパフォーマン

スのみを基に計算しています。 

例えば、1,000米ドルを過去 30年間にわたって運用していれば、資産額は 1万 9,000米ドル超に増えてい

た可能性があります。ただし、図表 4に示した資産額は、あくまで仮定に基づくものです。指数に直接投資

することはできません。また、この計算では、S&P 500に連動する金融商品の運用報酬や取引コストなど

の諸費用は考慮されていません。 
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図表 4：1,000 米ドルを元手に運用した場合の推定資産額（2025 年 12 月 31 日までの過去 5 年・10

年・20 年・30 年） 

 

出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC。図表は 2025年 12月 31日までの各期間の月次データに基づいています。*指数に直接投

資することはできません。推定資産額は、配当を再投資した場合の指数のパフォーマンスに基づいて計算しており、運用報酬や取引コストな

どの諸費用は考慮されていません。過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するものではありません。図表は説明目的のために提示されて

います。 

トランプ口座に年間上限額まで毎年拠出した場合

の推定資産額 

図表 5では、これまでの分析をさらに進め、トランプ口座に年間上限額まで毎年拠出した場合に、資産額が

どれだけ増加するかを示しています。ここでは、拠出金の全額を S&P 500に連動する金融商品で運用する

と仮定し、運用期間を 18年間としています。この 18年という期間は、子どもの誕生直後にトランプ口座

を開設した場合に、ペナルティなしで資金を引き出せるようになるまでの期間です4。 

トランプ口座では、対象となる子どもに初期資金として 1,000米ドルが拠出されるほか、家族や友人、雇用

主が、子ども 1人当たり年間合計 5,000米ドルを上限に追加で拠出することができます5。したがって、以

下の 2つの条件を前提に、年間上限額まで毎年拠出した場合の 18年後の推定資産額を計算します。 

a) 初期資金 1,000米ドルを、2008年の最初の取引日に投資する。 

b) 追加の拠出金 5,000米ドルを、2008年から 2025年までの 18年間にわたり、毎年最初の取引日に

投資する。 

 
4  子どもが 18歳になると、教育費、初めての住宅購入費、起業費用など、所定の要件を満たす支出に限り、ペナルティなしで資金を引き出

すことができます。ただし、引き出しには制限が適用される場合があり、引き出した資金は通常の所得税率で課税されます。詳細につい

ては、以下のサイトを参照ください：https://trumpaccounts.gov/ 

5  詳細については、以下のサイトを参照ください：https://trumpaccounts.gov/ 
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図表 5の試算によると、合計 9万 1,000米ドルの拠出金を S&P 500に連動する金融商品で運用した場合、

資産額は 30万 3,255米ドル増加し、2025年末時点で合計 39万 4,255米ドルとなります。これまでの分析

と同様に、推定資産額は、配当を再投資した場合の指数のパフォーマンスに基づいて計算しており、運用報

酬や取引コストなどの諸費用は考慮されていません。また、指数に直接投資することはできません。 

図表 5：年間上限額まで毎年拠出した場合の推定資産額（2008 年 1 月～2025 年 12 月） 

 

出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC。図表は 2008年 1月 2日から 2025年 12月 31日までのデータに基づいています。推定資

産額は、2008年の初期資金 1,000米ドルに加え、2008年から 2025年まで毎年 5,000米ドルを追加で拠出して運用した場合の資産額を示し

ています。各年の最初の取引日に投資することを前提としており、拠出金の合計額は 9万 1,000米ドルです。*指数に直接投資することはで

きません。推定資産額は、配当を再投資した場合の指数のパフォーマンスに基づいて計算しており、運用報酬や取引コストなどの諸費用は考

慮されていません。過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するものではありません。図表は説明目的のために提示されています。 

多くの読者が気づいているように、トランプ口座に年間上限額まで毎年拠出し、その全額を S&P 500に連

動する金融商品で運用したとしても、18年後の資産額が 39万 4,255米ドルになることはまずないでしょ

う。というのも、この試算では、運用報酬や取引コストなどの諸費用が考慮されておらず、さらに、S&P 

500が今後 18年間にわたり、過去 18年間と同様のパフォーマンスを示す保証もないためです。特に、

S&P 500では 2009年 3月から 2020年 3月まで過去最長の強気相場が続きました。このことを踏まえる

と、今後も同様のパフォーマンスが得られるとは限りません。また、仮に S&P 500が過去と同様のパフォ

ーマンスを示したとしても、実際の資金の拠出時期は、図表 5の試算で前提とした「毎年最初の取引日」と

は異なる場合があります。 

以上の点を踏まえ、図表 6では、運用する時期によって推定資産額がどのように変化するかを示していま

す。これまでと同様に、トランプ口座に年間上限額まで毎年拠出し、その全額を S&P 500に連動する金融

商品で運用すると仮定した上で、運用開始時点を 1日ずつずらし、それぞれ 18年間運用した場合の推定資

産額を計算しています。図表の X軸は、各運用期間の終了日を表しており、その範囲は 2013年 1月 7日か

ら 2025年 12月 31日までです。合計 9万 1,000米ドルの拠出時期については、以下を前提としています： 
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a) 初期資金 1,000米ドルを、各運用期間の初日に投資する。 

b) 追加の拠出金 5,000米ドルを、各運用期間の初日に投資し、その後も 252取引日ごとに同額を投資

する。 

図表 7に示されているように、18年間の運用終了時点の推定資産額は 16万 4,000米ドルから 41万 5,000

米ドルの範囲となり、平均資産額は約 25万米ドルでした。約 40万米ドルという推定資産額は、今回の試

算結果の中でも特に高い水準となります。 

図表 6：トランプ口座に年間上限額まで毎年拠出した場合の 18 年後の推定資産額 

 

出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC。図表は 1994年 12月 30日から 2025年 12月 31日までのデータに基づいています。*指

数に直接投資することはできません。推定資産額は、配当を再投資した場合の指数のパフォーマンスに基づいて計算しており、運用報酬や取

引コストなどの諸費用は考慮されていません。過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するものではありません。図表は説明目的のために

提示されています。 
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図表 7：18 年後の推定資産額の統計結果 

 

出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC。図表は、図表 6に示した推定資産額の時系列データについて、統計結果をまとめたもの

です。*指数に直接投資することはできません。推定資産額は、配当を再投資した場合の指数のパフォーマンスに基づいて計算しており、運

用報酬や取引コストなどの諸費用は考慮されていません。過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するものではありません。図表は説明目

的のために提示されています。 

まとめ 

S&P 500は、米国株式市場の動向を表す最良の単一尺度として広く認められているほか、様々な金融商品

や運用戦略の基礎としての役割も果たしています。米国財務省は最近、トランプ口座の制度開始時におい

て、同口座への拠出金の全額を S&P 500に連動する金融商品に投資すると発表しました。このことから

も、米国株式市場の代表的な指標として S&P 500が高く評価されていることが分かります。 

過去の指数データに基づく試算によると、トランプ口座に年間上限額まで毎年拠出し、その全額を S&P 

500に連動する金融商品で 18年間運用した場合、推定資産額は、拠出金の累計額である 9万 1,000米ドル

を大幅に上回る可能性があります。もちろん、指数に直接投資することはできません。また、推定資産額の

計算には、運用報酬や取引コストなどの諸費用は考慮されていません。それでも、この分析結果は、市場参

加者にとって S&P 500が重要な役割を果たし得ることを示しています。 

S&P 500は、米国株式市場を代表するベンチマークの一つです。詳細については、こちらを

ご覧ください。 
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